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貸 借 対 照 表
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平成22年３月31日現在

資 産 負 債 及 び 資 本

科 目 金 額 科 目 金 額

円 円
流 動 資 産 68¶463¶082¶577 流 動 負 債 5¶128¶708

現 金 27¶140 仮 受 金 5¶128¶708

銀 行 預 金 3¶436¶511¶806 固 定 負 債 66¶910¶049¶569

普 通 預 金 3¶436¶511¶806 引 当 金 43¶097¶140

金 銭 信 託 1¶000¶000¶000 退 職 給 与 引 当 金 43¶097¶140

証 券 投 資 信 託 1¶381¶306¶012 支 払 備 金 66¶866¶952¶429

未 収 金 191¶238 資 本 1¶845¶761¶299

仮 払 金 252¶100 剰 余 金 1¶845¶761¶299

有 価 証 券 62¶644¶684¶000 不足金補てん積立金 1¶845¶761¶299

地 方 債 54¶848¶544¶000

そ の 他 の 有 価 証 券 7¶796¶140¶000

未 達 回 送 金 110¶281

固 定 資 産 229¶377¶408

有 形 固 定 資 産 22¶091¶724

車 両 126¶622

器 具 及 び 備 品 20¶644¶042

一 括 償 却 資 産 1¶321¶060

無 形 固 定 資 産 207¶285¶684

電 話 加 入 権 491¶400

保 証 金 206¶794¶284

繰 延 勘 定 68¶479¶591

開 発 費 68¶479¶591

合 計 68¶760¶939¶576 合 計 68¶760¶939¶576

損 益 計 算 書
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自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日

損 失 利 益

科 目 金 額 科 目 金 額

円 円
経 常 費 用 25¶625¶690¶421 経 常 収 益 28¶166¶328¶400

補 償 費 19¶235¶498¶953 負 担 金 26¶438¶516¶935

療 養 補 償 費 6¶452¶038¶118 負 担 金 26¶438¶516¶935

休 業 補 償 費 77¶375¶259 一 部 負 担 金 24¶200

傷 病 補 償 年 金 費 187¶372¶018 一 部 負 担 金 24¶200

障 害 補 償 費 4¶127¶449¶347 利 息 及 び 配 当 金 1¶032¶437¶356
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特定計量器型式承認

〇独立行政法人産業技術総合研究所公告第25号
計量法（平成４年法律第51号）第89条第１項の
規定に基づき、平成22年７月７日付けをもって次
のように特定計量器の型式を承認したので同法第
159条第１項第５号の規定に基づき公告する。
平成 22年７月 23日

独立行政法人産業技術総合研究所
理事長 野間口 有

１、承認番号 第Ｑ1041号
２、名称 ピーティ．エヌエスエス インドネシ
ア
３、住所 カワサン ベリカット ベスランド
パーティウィ インダストリィ コタ ブキッ
ト インダ ブロック.Ａ`Ó No.29 Ｓ
Ｔ`４Ａ プルワカルタ ジャワ バラット
インドネシア
４、特定計量器の種類 アネロイド型血圧計

平成２２年（再イ）第６１号
大阪府泉佐野市下瓦屋1194番地の５
再生債務者 宅田 雅雄
１ 決議に付する再生計画案 平成22年７月５日
付け再生計画案
２ 再生計画案に対する回答期間 平成22年８月
９日まで
平成22年７月８日

大阪地方裁判所岸和田支部個人再生係

独立行政法人都市再生機構公告

独立行政法人都市再生機構東日本支社公告第２号
小金井都市計画武蔵小金井駅南口第１地区第一
種市街地再開発事業に係る権利変換計画について
都市再開発法（昭和44年法律第38号。以下「法」
という。）第72条第４項の政令で定める軽微な変更
をしたので、法第86条第１項の規定に基づき、下
記のとおり公告する。
平成 22年７月 23日

独立行政法人都市再生機構東日本支社
支社長 根岸 尚

記
１ 第一種市街地再開発事業の名称
小金井都市計画武蔵小金井駅南口第１地区第
一種市街地再開発事業
２ 施行者の名称
独立行政法人都市再生機構

３ 事務所の所在地
東京都小金井市本町一丁目18番10号

４ 権利変換計画に係る施行地区に含まれる地域
の名称
東京都小金井市本町一丁目、本町五丁目及び
本町六丁目各地内
５ 権利変換計画の認可を受けた年月日
平成17年12月１日

６ 権利変換計画について都市再開発法施行令
（昭和44年政令第232号）第25条各号に掲げる
軽微な変更をした年月日
平成22年７月６日

以 上

日 本 私 立 学 校 振 興 ・ 共 済 事 業 団 共 済 規 程 の 一 部 変 更 に つ い て

（ 平 成 二 十 二 年 六 月 二 十 九 日 文 部 科 学 大 臣 認 可 二 十 二 受 文 科 高 第 六 九 九 号 ）

日 本 私 立 学 校 振 興 ・ 共 済 事 業 団 共 済 規 程 （ 平 成 九 年 十 二 月 二 十 四 日 文 部 大 臣 認 可 ） の 一 部 を 次 の よ

う に 変 更 す る 。

第 十 二 条 第 二 項 第 六 号 中 「 第 二 十 三 条 第 一 項 」 を 「 第 二 十 三 条 第 二 項 」 に 改 め る 。

第 二 十 七 条 第 二 項 中 「 第 二 十 三 条 第 一 項 の 育 児 休 業 の 制 度 に 準 じ る 」 を 「 第 二 十 三 条 第 二 項 の 育 児

休 業 に 関 す る 制 度 に 準 ず る 措 置 若 し く は 同 法 第 二 十 四 条 第 一 項 （ 第 二 号 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） の 規 定

に よ り 同 項 第 二 号 に 規 定 す る 育 児 休 業 に 関 す る 制 度 に 準 じ て 講 ず る 」 に 改 め る 。

附 則

こ の 変 更 は 、 平 成 二 十 二 年 六 月 三 十 日 か ら 実 施 す る 。

平 成 二 十 二 年 七 月 二 十 三 日

東 京 都 千 代 田 区 富 士 見 一 丁 目 一 〇 番 一 二 号 日 本 私 立 学 校 振 興 ・ 共 済 事 業 団

平 成 21 年 度 決 算 公 告

地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）第18条第３項の規定に基づき、地方公務員災害補
償基金の平成21年度の貸借対照表及び損益計算書を公告する。
平成 22年７月 23日 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号

地方公務員災害補償基金œ
�
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